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今月の内容

●はじめに：社会保障協定の効果と国際交流
の促進――日中社会保障協定を中心に

（１）日中社会保障協定の発効：令和元年９月１
日から

昨年の令和元年９月１日から、「社会保障に
関する日本国政府と中華人民共和国政府との
間の協定」（いわゆる「日中社会保障協定」）と
いう国際条約が発効（条約の法的効力が発生
することです。）しています。

（２）日中社会保障協定の効果：年金保険料の
二重払いの解消

従来、日中両国の企業等から、それぞれの相
手国に一時的に派遣される企業駐在員等の被
用者等に対しては、日中両国において年金制
度へ加入することが義務付けられていたことか
ら、派遣期間中の年金保険料について、両国に
二重払いをしなければならない、という問題が
生じていました。

そこで締結された国際条約が、この日中社会
保障協定です。この協定は、上記の年金保険

料の二重払いの問題を解決することを目的とし
て締結されたものであり、この協定の規定によ
り、派遣期間が５年以内の一時派遣被用者は、
原則として、派遣元国の年金制度にのみ加入
することとなります。

これを具体的にいうと、たとえば、日本から中
国に対し、５年以内の期間において一時的に派
遣される被用者は、日本の年金制度に加入して
その年金保険料のみを支払えば足り、今後は、
中国の年金制度への加入やその年金保険料の
支払いはしなくて済むようになった、ということで
す。

日中社会保障協定の発効により、年金保険料
の二重払いの問題が解消され、企業駐在員等
にとって、年金保険料の負担が軽減されるだけ
でなく、企業にとっても、年金保険料の負担や
事務手続きの負担が軽減されることになりまし
たから、日中間で派遣される駐在員等や、駐在
員等を派遣する企業にとって、きわめて喜ばし
い変化です。

（３）日中社会保障協定の今後：日中の国際交
流の促進

今後は、日中社会保障協定の発効により、駐
在員等や企業の負担が軽減されたことから、日
中両国の経済交流及び人的交流が一層促進さ
れることになるでしょう。

以下、次項から、日中社会保障協定を中心に、
社会保障協定の内容・効果について、詳しくご
説明していきたいと思います。

● はじめに：社会保障協定の効果と国際交流の促進――日中社会保障協定を中心に
● 社会保障協定一般の内容・効果は？
● 日中社会保障協定の内容・効果は？
● おわりに：国際交流の促進と在福企業の海外進出に向けて

この記事につい
てのお問い合わ
せは堀尾までお
気軽にどうぞ。
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●社会保障協定一般の内容・効果は？

まず、「社会保障協定」と呼ばれる国際条約一
般について、ご説明いたします。

今後、これまで以上に国際的な経済的・人的
交流が活発化し、企業としても、海外への駐在
員等の派遣や、海外からの駐在員等の受け入
れが、一層増加していくことが予想されます。

このような企業駐在員等の派遣・受け入れに
伴い、社会保障制度に関して発生する問題とし
て、以下の２つがあります。

①年金保険料の二重払いの問題

１つ目の問題は、国境を越えて駐在員等を派
遣する場合、その駐在員等は派遣先国の社会
保障制度にも加入する必要があることから、派
遣元の社会保障制度の年金保険料と派遣先の
社会保障制度の年金保険料を二重に負担しな
ければならない場合が生ずる、というものです。

②年金加入期間を通算できず、年金を受給でき
ないという問題

２つ目の問題は、日本や海外の年金を受給す
るためには、一定期間、その国の年金に加入を
継続していなければばならない場合があること
から、その一定期間に満たない期間において、
国境を越えて就労し、その国の年金保険料を負
担したとしても、加入期間が足りないためにその
国での年金受給ができない、というものです。

すなわち、その国で納付した年金保険料は掛
け捨てになってしまう、ということです。

そこで、このような２つの問題を解消するため
に国家間において締結されているものが、一般
に「社会保障協定」と呼ばれる条約です。

（２）社会保障協定の一般的内容

上記の問題を解消するため、社会保障協定は、
一般に、次のような２つの内容の規定を持ってい
ます。

①年金保険料の二重払いを防止する規定

１つ目は、年金保険料の二重払いを防止する
ため、企業駐在員等が加入するべき社会保障制
度を一方の国に限定する規定です。

具体的には、日本が締結している社会保障協
定の場合、⑴派遣期間が５年を超えると見込ま

れる場合には、原則として派遣先の社会保障制

度に加入し、派遣元の制度からは加入を免除す
る、⑵派遣期間が５年を超えないと見込まれる

一時派遣の場合には、派遣元の社会保障制度
への加入を継続し、派遣先の制度からは加入を
免除する、という内容です。

②年金加入期間を通算する規定

２つ目は、上記①の年金保険料の二重払いを
防止する規定を前提として、派遣元国・派遣先
国のそれぞれにおける年金加入期間を通算す
ることを認める規定です。

これにより、加入期間条件を満たさないことに
よって年金が受給できない事態をできる限り防
止することができるようになります。

（３）日本と各国との社会保障協定の締結状況

令和元年１０月１日時点におけるデータとなり
ますが、日本と各国との社会保障協定の締結・
発効状況は、下記の表のとおりです。
日本は、合計２３か国と社会保障協定を締結・
署名済みであり、そのうち２０か国についてはす
でに発効しています。残りの３か国については、
社会保障協定を締結・署名済みではあるものの、
未だ発効していないため、現段階では法的効果
は発生していない状況です。
そうすると、日本とこの２０か国との間では、①
年金保険料の二重払いの防止、②年金加入期
間の通算（ただし、イギリス、韓国、イタリア及び
中国の４か国との間では、①のみの規定となっ
ており、②の規定はありませんので、ご注意くだ
さい。）は有効です。
翻っていうと、それ以外の国々との関係では、
年金保険料の二重払いや年金制度への加入期
間の通算ができないという問題が未だに残存し
ているということですので、ご注意ください。
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・ 社会保障協定が発効済みの国（２０か国）

ドイツ、イギリス、韓国、アメリカ、ベルギー、

フランス、カナダ、オーストラリア、オランダ、
チェコ、スペイン、アイルランド、ブラジル、

スイス、ハンガリー、インド、ルクセンブルク、
フィリピン、スロバキア、中国

・社会保障協定を締結・署名済みだが、未発
効の国（３か国）

イタリア、スウェーデン、フィンランド

（１）社会保障協定の締結が必要とされる問題状況



（４）派遣先・派遣元企業や駐在員等において必
要な手続きは？

それでは、社会保障協定を締結している相手
国に駐在員等を派遣したり、逆に駐在員等を受
け入れたりする場合に、派遣先・派遣元企業や
駐在員等の個人としては、どのような手続きを
取る必要があるのでしょうか。

①日本から協定相手国への一時派遣（５年以
下の期間）の場合

この場合、派遣元である日本の社会保障制度
の加入を継続し、協定相手国における社会保障
制度への加入を免除してもらう必要があります。

そのため、派遣される駐在員等の日本におけ
る事業主が、年金事務所から、駐在員等が日本
の社会保障制度に加入していることを証明する
「適用証明書」の交付を受ける、という手続きが
必要です。

具体的な手続きとしては、以下のとおりとなり
ます。

②日本から協定相手国への長期派遣（５年を超
える期間）の場合

この場合、年金保険料の二重払いを避けるた
め、協定相手国の社会保障制度のみに加入す
ることになります。

そのため、派遣される駐在員等の日本におけ
る事業主が、駐在員等の厚生年金保険及び健
康保険の「資格喪失届」を、年金事務所に届け
出る手続きが必要です。

この場合、資格喪失届の備考欄には、「社会
保障協定による喪失」と記入することになります。

また、協定相手国の社会保障制度への加入
は派遣先の事業所から行うことになりますが、
日本の年金事務所に対して、協定相手国の社
会保障制度へ加入した旨が分かる書類を提示
する必要があります。

③協定相手国から日本への一時派遣（５年以下
の期間）の場合

この場合、派遣元である協定相手国の社会保
障制度の加入を継続し、派遣先である日本の社
会保障制度への加入を免除してもらう必要があ
ります。

そのため、協定相手国（派遣元）の事業主が、
協定相手国の社会保障制度に加入していること
を証明する「適用証明書」の交付を受ける、とい
う手続きが必要です。

具体的な手続きとしては、以下のとおりとなり
ます。

④協定相手国から日本への長期派遣（５年を超
える期間）の場合

この場合、年金保険料の二重払いを避けるた
め、日本の社会保障制度のみに加入することに
なります。

そのため、派遣される駐在員等の日本におけ
る事業主が、厚生年金保険及び健康保険の「資
格取得届」を、年金事務所へ届け出る手続きが
必要です。

なお、駐在員等が帰国する際には、派遣され
る駐在員等の日本における事業主が、 「資格喪

失届」を、年金事務所へ届け出る手続きが必要
です。
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●日中社会保障協定の内容・効果は？

以上は、社会保障協定一般についてのご説明
でしたが、次に、日中社会保障協定の具体的な
内容・効果についてご説明いたします。

（１）内容・効果は二重払い防止規定のみ

日中社会保障協定は、全２０条からなる条約で
すが、その核心規定は、以下に掲示する第５条
及び第６条です。

まず、第６条第１項は、日中間における５年以
下の一時派遣については、派遣元（第６条第１項
でいう「当該一方の締約国」）の社会保障制度の
みに加入することとする規定です。

そうすると、第６条第１項の反対解釈及び第５
条に基づいて、５年を超える長期派遣について
は、派遣先（入り組んでいますが、第６条１項で
いう「他方の締約国」及び第５条でいう「当該一
方の締約国」がこれに該当します。）の社会保障
制度のみに加入することが原則となります。
もっとも、第６条第２項は、 ５年を超える長期派

遣について、両国の協議・合意に基づき、派遣元
の制度のみへの加入という第６条第１項の効果
を延長することができる旨を定めています。

すなわち、申請に基づき、両国の関係機関間で
協議し合意した場合には、派遣先の制度への加
入免除期間の延長が認められる場合があります。
ただし、その場合でも、その延長期間は原則とし
て５年を超えない期間とされています。

（２）年金加入期間の通算規定はなし

なお、日中社会保障協定は、上記の二重払い
防止規定が核心的な内容であり、年金加入期間
の通算については規定が設けられていません。
すなわち、日中間においては、年金制度への加
入期間の通算ができないという問題が未だに残
存しているということですので、ご注意ください。

（３）補足：中国から技能実習生を受け入れる場
合はどうなる？

技能実習生についても、日中社会保障協定の
適用調整対象となり得ます。

具体的には、①中国の年金制度（被用者基本
老齢保険）に強制加入していない技能実習生に
ついては、就労地国である日本の年金制度のみ
に加入することとなり、②中国の制度に強制加
入したまま中国の雇用主により日本に派遣され
て就労する技能実習生については、日中社会保
障協定による適用調整対象となり得ます。すな
わち、日本の年金制度の加入は免除されるとい
うことです。

なお、中国の制度に任意加入している技能実
習生については、日本の年金制度の加入免除
の対象とはならず、加入の必要性があります。

●おわりに：国際交流の促進と在福企業の海
外進出に向けて

以上のとおり、日中社会保障協定の発効によ
り、今後、日中両国の経済交流及び人的交流が
一層促進されることになるでしょう。

在福企業の皆さまにおかれましても、本稿によ
り社会保障協定を正しく理解し、中国進出・海外
進出にお役立ていただければ幸いです。

※転記フリー※
このニュースレターは転記フリーです。
役に立つと思ったら、転記していただいて結構です。

今回の記事に関するお問い合わせはこちらまで
弁護士 堀尾 雅光
電話番号: ０９２‐４０９‐１０６８
e-mail：info@daylight-law.jp
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